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論文
GNPギャップと失業率
堀 江 義
1. はじめに
他の条件にして等しい限り，失業率が高ければ経済成長率は低いであろう。
このことは，特別に精密な分析手法を持ち出すまでもなく，常識的に考えて正
しいと思われる。とは言いながら，一定のモデル分析の枠内ならばともかく，
現実の経済において「他の条件にして等しい限り」という前提は満たされにく
い。
当面の問題に関して言えば，「他の条件」の中で特に重要な要素は資本スト
ックであり，ストックの増加に伴う技術進歩である。資本ストックの増加は，
労働人口の増加と共に，経済の潜在産出量を押し上げる。この現象は，失業率
の増加と同時平行的に起こることを必ずしも妨げない。なぜなら，たとえば実
質賃金率の上昇に直面している企業は，長期的なコスト減少を目的に「省力」
投資に向かうかもしれず，そうなれば投資の増加にもかかわらず雇用の増加は
あまり期待できないからである。
上の現象は一つの推論ではあるが，現実にも70年代後半以降の日本経済の一
側面を表していないわけでもないだろう。実際，われわれの計算によれば潜在
GNPの増加は失業率の増加を伴いながら生じているのである。ちなみに，両
者の数値的関連を示すならば，後の第3表からも確かめられるように
潜在 GNP(YP)=25256. 1 + 109137. 7 x失業率(u): 決定係数=O.9373 
となっている。
しかし，このような潜在 GNPの増加も需要の裏付けがなければ長続きはし
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ないであろう。確かに，国内需要のみを見れば上昇率はさほど高くはない。し
かるに70年代後半からは，それを補って余りある国外需要により堅調な経済成
長率が維持されたことは周知の通りである。このような事情は下のような1976
-87年の諸指標を見ることによりほぼ確認できるだろう。
実質 GNP成長率=4.21形 内需成長率=3.67;lる
外需成長率=7.6396 就業者一人当たり実質 GNP 成長率=3.63~る
もう一つ事実を付け加えるなら，特に80年代(1981-87)に関しては
実質 GNP成長率＝ー1.2+2. 03 X失業率
となる。この決定係数は0.1987にすぎないが，われわれにとっては失業率の係
数が正符号となることは無視し難い。なぜなら，これは本論における考察対象
であるオークン法則とは相容れない結果であり， しかもしばしばオークン法則
は，オークン自身の注釈に関わらず，失業率の高い経済にも分析用具として用
いられているからである。
以上のような諸事実を一方で見ながら，他方ではマクロ経済分析の整合性と
いう理論的な関心から，筆者は一度「オークンの法則」を取り上げたが（〔5〕参
照），そこではあくまでも理論的分析が中心であった。 ここでは改めて実証的
な分析結果を提示することが目的である。
2. 潜在産出量
潜在産出量とは，本論においては潜在 GNPを意味する。この用語自体は目
新しいものではないが，具体的に何を意味しているのか，という点になると論
者によって必ずしも一致しない（〔6〕）。それ故，議論の混乱を避けるために，
あらかじめ本論における潜在 GNPの意味を明記しておく必要があるだろう。
潜在 GNPとは，ある時点あるいは期間において存在するすべての生産要素
を完全に雇用した場合に，その経済が達成可能な最大の実質 GNPである。
念のために言えば，この定義は本論独自のものではない。試みに，手元にあ
る著名なサムエルソンの著書（〔13〕）を開いてみるならば，その 516頁には生産
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関数の定義がある。それによれば，生産関数とは，すべての生産要素が種々の
組合せによって生産に投入された時に，達成される最大の産出量と投入量との
間の技術的な関係である。 さらに同書の802頁においては， より端的に潜在
GNPは「完全雇用・完全操業 GNP」と規定されている。
即ち，通常のマクロ生産関数において労働の完全雇用に対応する一点を関数
上に求めるならば，それが潜在 GNPに他ならない。ここに，通常のマクロ生
産関数とは次のように表されるものである。
(1) Y=F(K, L) ; Y=実質 GNP,K=実質資本ストック， L=労働雇用量
上の式において Kは完全操業と仮定されているから， Lが完全雇用に等しい
時のYが潜在 GNPに当たる。
それはそれで良いとしても，完全操業をあらかじめ仮定してしまうことは本
論の分析にとっては制約が大きすぎる。また，具体的に潜在 GNPを推定する
に当たっては労働時間の変化も考慮しなければならない。これらの諸点を説明
要因に加えるために，上の生産関数を
Y=F(R, H); R=rK, H=hL 
のように修正しよう。ここに， rは資本ストックの稼働率， hは一人当たり平
均労働時間，を表す。その上でわれわれは通常のマクロ生産関数と同様に次の
ような諸仮定をおく。
(2) 凡>o.応>o,FRR<o, FHH<o. FRRF'. が一2FRHFH応+FHHFR2>0
ただし， F;=8Y/8i,恥=8可;a町 (i,j=R,H)である。
他方， Nを労働人口とすれば，失業率u(%)は100(1-L/N)で示される。
従って，生産関数もまた
(3) Y=F(rK, h(l-v)N); v=u/100 
と書換えられる。
ここで改めて(3)に基づく潜在GNP(Y*と記す）を定義しよう。 r=lの時，
資本設備は完全操業の状態にある。 u=Oの時，労働の完全雇用が成立してい
る。従って，潜在 GNPは
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(4) Y*=F(K, h*N) 
によって与えられる。ただし， h*は潜在労働時間とも呼ぶべきもので， これ
がどのようにして決定されるかについては第 5節において説明される。
3. オークンにおける潜在 GNP
われわれが潜在 GNPの定義にやや大きな紙面を割いたのはオークンのそれ
と対比するためである。オークン（〔10〕）は彼の潜在 GNPを，インフレ圧力を
伴わない範囲内での最大産出量，と規定している。われわれがこれを取り上げ
るのは，単なる定義の問題としてではなく，この潜在 GNPの概念がオークン
法則の正否に密接に関連しているからである。
まず第一に，ある経済がインフレの状態にあるかどうかの判断は何の基準に
よってなされるのかが問題となるが，この基準をひとまず GNPデフレーター
に求めるものとしよう。すると次には，何形の上昇率をもって何期間継続すれ
ばインフレとみなされるのかが問題となるだろう。これも決められないことで
はない。けれども，そこには観察者の私意が否応なしに入り込まざるをえない。
こうして，たとえオークンの潜在 GNPに従うとしても，われわれはその客
観的測定が期し難い。ちなみに， 1953-89年の期間における日本経済に関する
GNPデフレーターの変化率(g(P)とする）と失業率との推移を求めてみよう。 5
年間の移動平均を採った場合の最大値と最小値とが下の表に示されている。い
ま，物価上昇率の最も小さい期間として1984-88年の期間を選んだとしよう。
この期間の平均失業率 (2.69形）はむしろ全期間のうちの最大値に近い。われわ
れとしてはこの期間を潜在 GNPが達成された期間と断定することにはためら
いを感じざるをえない。
恐らくは，物価が低い上昇率で安定し，かつ失業率も小さい期間が潜在GNP
が実現している期間として選ばれるべきなのであろう。しかしフィリップス曲
線が示唆するように， 常にそのような期間を選べるものか， はなはだあやし
い。
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第1表物価および失業率の変動
（イ） 物価の最大値と最小値 (1970年基準）： 1952-76年
I g(p) -I期ー間 I 同じ期間の U
最大値 10.18形 1972-76 1. 60彩
最小値 2. 78 1955-59 2.20 
資料：〔LST〕
（口） 物価の最大値と最小値 (1980年基準）： 1965-89年
I g(P) 
最大値 10.88 
最小値 0.93 
資料：〔ARN幻，〔KTN〕
期間
1973-77 
1984-88 
し、） 失業率の最大値と最小値： 1952-89年
同じ期間の U
1. 71 
2.69 
I u I 期間 l同じ期間のg(p)
最大値 2. 72 1983-87 0. 97 
最小値 1.19 1967-n s. 98 I 4.97* 
注：g(P)について， ＊印のない値は新 SNAの1980年価格に
よる， ＊印の値は1日SNAの1970年価格によるもの。
資料： Uについては〔LSTJ,〔KTN〕頃(P)については
〔LST〕，〔ARN幻
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もう一つ，より重要な問題がある。インフレーションという現象は，それ自
身が何等かの政策によって生じた帰結でもある。従って，高いインフレは政策
の失敗の反映であるかもしれない。もしそうであれば，たとえばフィリップス
曲線を特定化して過去のデータから物価上昇率ゼロに対応する失業率を求めえ
たとしても，それに対応する潜在 GNPもまた経済政策の結果を反映したもの
であり，単なる市場メカニズムの帰結とは言えない種類のものである。そうな
れば，物価の安定と両立する失業率に対応する潜在 GNPの決定は， 政策の失
敗を合理化する手段ともなりかねない。要するに，われわれは政府の政策と独
立な自然失業率を想定しうるという考えには組しえない。
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ここで注釈を一つ付けるべきだろう。潜在 GNPは必ずしも自然失業率を前
提とする必要はない， というのがわれわれの考えである。たとえば，「経済白
書」 (1989年版）の方法がそれであり，本論におけるわれわれの方法もそうであ
る。
4. 稼働率と労働時間
生産関数(3)には稼働率や労働時間が説明変数として含まれているが， これ
らが景気の局面によって影響されると考えるのは極めて自然な発想であろう。
そこで，景気の局面を失業率によって代表させるならば， rおよび hは Uの
関数として表されるはずである。しかもそれらは共に Uの減少関数に違いない
から，
r=r(u), h=h(u) ; ん<o,h,,<o 
と仮定してよいであろう。ただし， r, h, はそれぞれ導関数を表す。
次の議論に進む前に上の関係を実証的に確認しておこう。 1968-87暦年の間
における日本のデークを用いるならば，単純最小二乗法によって
lnh=7. 71706+(0. 05396-0. 36999D)/T-0. 01779u 
(1099. 02) (6. 44) (10. 67) (6. 13) 
RF=O. 9698, SE=O. 00577, DW=2. 39. 
がえられる。 ここに自然数 Tは1968年のそれを 1とする時間変数， Dはダミ
変ー数で， 196_8-73年のそれを 0,74-86年のそれを 1としている。さらに，
Uの単位は彩， hのそれは一人当たり年平均時間である。その他の記号につい
ては
RF=自由度修正済み決定係数， SE=被説明変数の標準誤差，
DW=ダービン・ワトソン比，推定式下の括弧内の数値はt値の絶対値
を表す。以下においても推定結果を示す形式および推定期間は同じである。上
式は簡単に次のようにまとめられる。
(5) h=Qexp(-ru) ; r=O. 01779, 
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Q=exp[7. 7171+(0.0540-0. 3700D)/T], 
(6) h.= -rh<O. 
次にrに関する推定結果を示そう。
541 
lnr= -L 90185+0.10968D-O. 57527/(T+S) +O. 35385/n(h-1991) 
(8. 61) (3. 28) (3. 20) (8. 46) 
RF=O. 9173, SE=O. 0216, DW=l. 54 
である。上の式は次のようにまとめられる。
(7) r=S(h-h。)6 ; ただし， 8=0.35385, h。=1991および
S=exp[ -1. 90185+0.10968D-0. 57527/(T+3)] 
ここでrをUで微分すれば， (6)を用いることにより
(8) ん＝一r(CX+71),ただし
(9) C=r8h。,71=r8, X=l/(h-h。)
がえられるが，実際のデークは h>h。を満たしているので，な<oが成立する
ことも明らかである。
5. 潜在労働時間
第2節に述ぺられたように，潜在 GNPを推定するためには潜在労働時間を
確定しなければならないが，この決定はそれほど単純ではない。まず， (5)に
u=Oを代入すれば，これに対応する hが求められる。この値をがで表せば，
(10) が(T)=Q
であることは容易にわかる。
次に， (7)に r=lを代入したときのhの値を hwとすれば，
(11) hw=h。+exp(-lnS/o)
である。もし幸いにも hn=hwが成立すれば， この値をがとすることに問題
はないだろう。しかし一般にはこのことを期待することはできない。事実，第
2表に示されているように，両者の値は一致しない。この問題については次の
節においてさらに詳しく述べよう。
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ところで， 「経済白書」 (1989年版， p.479)にも「潜在労働時間」， あるいは
「潜在資本投入」，という用語が見られる。それらの概念構成の意図は理解で
きるが，そこにおける推定方法は過去のデータのタイム・トレンドをベースに
したものであり，われわれの方法とは異なる。われわれが「経済白書」と同じ
方法を採らなかったのは，稼働率や労働時間は他の変数，特に失業率，と独立
に決定されているものではない，との理由による。
6. 完全雇用 GNPと完全操業 GNP
前節に引き続いて潜在労働時間の問題を，今度は図によって考える。まず，
任意の Tの値を指定して(5)式を図示すれば，第 1図の第 1象限に右下がりの
，曲線として(5)のように画かれる。この曲線の h軸上の切片がQに当たる。図
においては曲線(5)が二本画かれているので， Qの値は Q1と Qzとの 2点で
示されている。
次に，同じ Tの下で(7)式は同図第2象限の曲線(7)として画かれる。同図
において r=lに対応するhの値が hwである。ところで， hwとhnとの関係
はまだ不明であるから，起こりうる三つのケースに分けて説明した方が便利で
?
(7) 
____ _hw 
?
??
r ll 
1 rn 0 uw 
第1図
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あろう。
〔1〕 hw>hn=Q1の場合
この場合はh軸上の Q1点において完全雇用は達成されるが，完全操業は達
成されない。なぜなら， QI点に対応する rを求めるなら r=rn<1となるから
である。経済が QI点にあるときの GNPを「完全雇用 GNP」と呼ぶことに
しよう。この GNPが毎年達成されるときハロッド（〔3〕）の「自然成長率」が
実現するので，その意味では上の GNPを「自然 GNP」と呼んでもよい。
〔2〕 hw<hn=Q2の場合
この場合の曲線(5)は h軸上の Q2点を通るが， その値は hwよりも大き
い。従って完全操業が実現したとしても，この経済は図のE点において雇用が
決定され，失業率はかとなり，これ以上の雇用の改善は資本の不足のために
不可能である。このような状態にあるときの GNPはハロッドの用語に倣って
「保障 GNP」 とも呼ばれるべきものであるが， ここでは「完全操業 GNP」
と呼んでおく。
〔3〕 『=hnの場合
この場合は r=lとu=Oとの同時達成が可能である。それが実現したとき
が， いわゆる「黄金時代」である。そして， この黄金時代が実現したときの
GNPがわれわれの定義による潜在 GNPに他ならない。
さて，そうなると理論上の潜在 GNPは存在するとしても，すでに述べられ
たように，われわれの対象である日本経済においては hw=/=hnであるから，潜
在 GNPの実現が不可能であることもまた明らかである。それ故，次には日本
経済のビヘイビアを変えることなしに実現可能な最大 GNPを求めることにし
よう。以下においてはそのような GNPを，用語の煩雑さを避けるために，単
に潜在 GNPと呼ぶことにする。すなわち，
潜在 GNP:YP=Min{完全雇用 GNP,完全操業 GNP}
である。
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7. GNPギャップとオークンの法則
潜在 GNPと現実の GNPとは一致しない。 そうであれば， ここに両者の
開きを表す何らかの指標があれは便利である。オークン（〔10〕）は
(12) G0=YP/Y-1 
によって GNPギャップと定義したが， ドーンプッシュ・フィッシャー（〔1〕）
は
(13) GD=l-Y/YP . 
によってギャップを定義している。上の二つの間にはGD=G0/(G0+1)の関係
があるから，どちらを用いるかは便宜上の問題にすぎない。ただし，ギャップ
が大きい場合は数値的には両者の開きも大きくなることに注意しておく必要が
ある。
ところでオークンは， GNPギャップがそれほど大きくはないことを前提に，
ギャップと実質 GNP成長率とはほぼ等しい（符号は反対であるが）ものと見な
し，その上でギャップと失業率との間には線形の関係が成立することを主張し
ている。即ち，
(14) G0=0. 032(u-4) 
である。通常は，これが「オークンの法則」と呼ばれる（〔11),p. 228)。
われわれはすでにオークンにおける潜在 GNPの概念に疑問を提示している
が，そのこととは独立に上式そのものをチェックすることができるので， 日本
経済についての推定結果を示しておこう。デークは1968-87年のもの， g(Y)
および Uの単位はいずれも％である。
. G0=3. 020(u+0.11) ; RF=O. 3601, SE=2. 32 
なお，オークンは四半期の，われわれは年次のデータを用いているので Uの
係数の大きさをそのまま比較することは出来ないが，決定係数のあまりにも小
さいことには意外の感を抱かざるをえない。
日本の経済に関する限り，われわれはオークンの法則に否定的である。とこ
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ろで，黒坂（〔6〕）は日本を含む数力国についてオークン係数の推定を試みてい
るが，そこでの推定は上の(14)式とは異なる。われわれはこの推定自体を否定
するものではないが，われわれのオークン法則はあくまでも(14)式に限定した
ものであって，その観点によればオークン係数はオークン法則を証明するため
の一つの傍証手段と見なされるものである。また，潜在 GNPの推定に際して
はコプ・ダグラス生産関数を用いながらオークン係数を推定するに際しては生
産関数を無視していることは，理論的整合性という点で疑問が残る。ここでわ
れわれの主眼点を繰り返すならば（〔5〕），生産関数を認める立場からするなら
「オークン法則は生産関数と矛盾するものであってはならない」ということで
ある。
8. 産出量と失業率
われわれの(14)式に戻ろう。それではなぜオークンの法則が成立し難いか。
われわれは GNPギャップと失業率との関係をもっと詳しく調べることにしよ
う。
再び(3)から出発するならば，短期分析においては KおよびNは定数であ
るから， Yは r,hおよび Vの関数と見なされる。しかるに(5)および(7)に
よって， rおよびhは共に Vの関数であるので，結局 Yは Vのみの関数であ
る。これを一般的に
(15) Y=(J)(v) 
と表しておこう。
今度は関数(/)の形状を調ぺょう0 まず第 1段階とし℃ d(J)は炉を求めること
になるが，
(16) y戸凡R叶和H。
である。ここに
(17) R,,=r.K, H.=[h。(1-v)-h]N
を代入し，しかも r。および hvがマイナス符号であることを考慮すれば， Y,
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<oとなることは明らかであろう。すなわち，生産関数を特定化するまでもな
く，生産量と失業率との間には負の関係が成立する。従って，もしオークン法
則が単に「生産量と失業率との間の負の関係」を意味するのであれば，従来の
生産関数がその意味を含んでいるのであって，われわれは新しい法則を必要と
しない。
次には第2段階として Y.。を求める。いま
(18) l(v) =FRRRv2+2FRe凡比+FeeH.2
(19) J(v) =凡R•. ,+玲H•• 
とおけば， (16)から次の式がえられる。
(20) Y •• =l(v)+J(v) 
通常，稼働率や労働時間を考慮しない生産関数の場合は H•• =R •• =Oである
から， Y•• =l(v)であり， しかも仮定(2)によって l(v)<Oが成立する。従っ
て，関数のは第2図の曲線（イ）のように上に凸のグラフになる。曲線がこのよう
な形状の場合にはオークンの法則(14)は成立し難い。なぜなら， (14)が成立す
るためには曲線が（口）のように下に凸になるか (GOを用いた場合）， あるいは右下
がりの直線 (GDを用いた場合）になる必要があるからである。
YI 
（イ）
。 u 
第2図
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I(v)<Oの下で Y•• >oが成り立っためには少なくとも J(v)>Oでなければ
ならない。われわれは(5)および(7)に基づいて J(v)を求めてオークン法則
の正否を見当つけることもできるが，実際にはそれよりも先に生産関数を特定
化した方が Y.。の計算がし易い。
9. コブ・ダグラス生産関数
われわれの目的は，関数のの形状を調べるだけでなく GNPギャップの具
体的な数値をも推定することにある。そのためには生産関数の特定化が必要で
あるが，ここでは次のようなコプ・ダグラス生産関数を仮定しよう。
(21) Y=M(T)(rK)"(hL)/3 ; a+P=l 
これを基に推定した結果として
ln(Y/hL) =6. 72302-12.1628/(T+ll) +0.18554/n(rK/hL) 
(22.32) (13.64) (5.51) 
RF=O. 9976, SE=O. 0128, DW=2. 41 
がえられる。上の推定に当たって， rのデータは1980年ベースのものを用い，
かつ1969年の値を 1としている。その年のrが期間中で最大値をとっている
からである。また， Y/(hL)および rK/(hL)の単位は「円／人・時間」であ
る。かくて，各推定値は次のようになる。
(22) a=0.18554, P=O. 81446, lnM(T) =6. 72302-12.1628/(T+ll) 
次に， L=(l-v)Nを(21)に代入して YをVに関して微分すれば，
(23) Y.=AY 
が成立する。ここには記号の置き換えが多いので下の諸式にまとめて示そう。
(24) A=ar,/r+珈 /h-PZ=-(A+μX+PZ),ただし
(25) A=l00(a7J十Pr),μ=lOOa(, Z=l/(l-v) 
である。
Y。。を求めるために(23)をさらにvで微分すれば
(26) Y •• =OY, ただし .Q=A.+A2 
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がえられる。，しかるに(9),(24)および(25)によって
(27) X.=lOOr(X+h。⑰,Z.=Z2, 
(28) A.=-(iZ2-100rμ(X+h。沢）
であるから， nについて次の式が成立する。
(29) .n =aX2+2mXZ+bZ2+2eX+2JZ+c, ただし
(30) a=μ(μ-100rho), m=(iμ, b=-afi, 
e=μ(A-50r), f=(i.t, c=炉
われわれにとっては0の符号を確かめることが次の作業となる。
10. 失業率と GNPギャップ
本節は0の符号を調べるための数学的な手法の展開に当てられる。まず，
(31) .Q =0 
とおけば(31)は一般的な2次曲線の式を表す。この曲線の形状を判断するため
に
, a m e 
Det =刀 b f , Ll=ab-m2 
e f C 
と定義し，これらの値を計算すれば Det=l,528, 348=1= 0, Ll=116, 296. 3であ
る。
このことからまず， (31)は直線の積に分解されないことがわかる。次に
(32) Xi。 =(mf-b~)/LI, Z。=(me-af)/LI
を求めると， X。=0.0023,Z。=8.6948がえられる。そこで，
(33) X=Xi。+xcosO-zsinO,Z=Z。十xsinO+ zcosO, 
ただし， tan(20)=2m/(a-b) 
によって座標変換を行えば，
(34) Aが+Bz2=C
と変形される。ここに tan(20)= -0. 00049であるから， 0=冗/2(厳密に計算す
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れば， 88.99度）としてよい。また， C=-Det/ .d= -13. 1418であり， Aおよび
Bは次の方程式の根である。
召ー(a+b)て十.d=O
上の式を解けば，て＝ー0.1511,または一769,590である。ところでmは正
値であるから，上の2根のうち大きい方がAに当たる。従って，
A= -0.1511, B= -769, 590 
かくして(34)は楕円であることが確定し，それを標準形で表せば
(35) が ＋ 
z2 
(9.3256)2 (0.00413)2 =l 
となる。これを図示したものが第3図の .0=Oの曲線である。
楕円の内部においてはn>oが成立し，外部の領域においてはn<oである。
いま， (5)式を (x,z)に変換した時の関数を z=</>(x)として同図に画くな
らば， Tの値によってその位置は変わるが，楕円と交差する曲線になる。第3
図には T=3(1970年）とした時のそれが画かれている。従って，一般的には失
業率 Uの値の如何によって0は正負いずれの値をもとりうる。このことから関
数0は第2図か）のような形状を持つ，と結論してよいだろう。なお，計算は省
zx103 
-9.33 
?
X 
Q>O 
Q=O 
-4.13 
n<o 
第3図： 1970年
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略するが，関数¢において u=Oに対応する点はTの値の如何に関わらず必ず
.O.>Oの領域に含まれる。
念のために付け加えると， (h,u)の実際のデータから計算された(x,z)の値
は上の図における関数¢の近傍にプロットされるが，それらの点がかならず楕
円の内部と外部に分布するかどうかはわからない。場合によっては楕円の内部
にのみプロットされるかもしれない。失業率の水準が低い場合がこれに当たる
ことはもはや明らかであろう。その場合は，偶然ながら，実証的にはオークン
法則を裏付けることになる。ただし，われわれのデータによる(x,z)はすべて
n<oの領域に含まれる（第3表の0の値を参照）。
以上によって(29)における0はUの値の如何により正負の符号を持つこと，
従って Y•• も正負の値をとること， しかし実際のデータによれば0は負値と
なること，が示された。そうである以上，この経済においては一般にオークン
法則は成立し難い。今度は具体的にギャップを計算して，これと失業率との相
関関係を数値的に確かめてみよう。
1. 日本経済における GNPギャップ
あらかじめ記しておけば，いずれの方法をとるにせよ GNPギャップは推定
値である。本論においてはコプ・ダグラス生産関数がその基になっていること
はすでに記した通りであるが，他の生産関数を前提とすることもできないわけ
ではない。その結果，どれだけの差が生じるかは推定値の信頼度に依存する。
本節における潜在 GNPはyPであるが，これを計算するためには完全雇用
GNPと完全操業 GNPとを求める必要がある。それらは
完全操業 GNP:yw=r[hw(l-uw /100)]13 
完全雇用 GNP:Y"=r(rn)"'W)f-i 
ただし， I'=MK"'炉
によって算定され，第 3表に示されている。これを用いて coおよび GDが求
められ，それらも同じ表に示されている。
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それらの数値に基づいてギャップと失業率との関係を計算したものが下の式
である。われわれの結論が統計的に裏付けられたと言ってもよいだろう。
G0=0. 3209+3. 0197u: RF=O. 3601, SE=2. 3187 
(3. 41) 
cv =0. 4035 +2. 7564u : RF=O. 3746, SE=2. 0568 
(3. 51) 
g(Y) =10. 8330-2. 6400u : RF=0.1605, SE=3. 2206 
(2.15) 
12. おわりに
オークンは GNPギャップと Uとの間に線形の関係が成立することをアメリ
カ合衆国のデータを用いて実証したが，その場合にえられた相関係数は必ずし
もわれわれを充分に満足させるほど大きなものではない。また，たとえ合衆国
の経済には妥当する法則であるとしても，それがすぐさま日本の経済にも当て
はまるものでもあるまい。そうした観点からわれわれは， 日本のデータに基づ
いて産出量と失業率との関係を理論的・実証的に検討した。
その結果，われわれはオークン法則に否定的な結論を引き出した。もともと
オークンの法則は，たとえそれが成立するにしても，その導出過程から見て失
業率が低い範囲において適用されるべきものである。しかるに1970年代以降に
おいては各国において高い失業率と高い物価上昇率とに直面したことは周知の
通りである。そうであるならば，われわれも新たな状況における産出量と失業
率との関係を改めて問うてみる必要があるのではなかろうか。その場合，失業
率と関連づけられるのは経済成長率ではなく， GNPギャップそのものであろ
う。なぜなら，ギャップの大きさが経済的損失の大きさの目安とされるもので
あるからである。本論はそのような考えに基づく一つの試みにすぎない。
もう一つ，アメリカ合衆国と日本との経済構造の相違ということにも考慮を
払うべきであろうが，本論はその点にまで及んでいない。一つの示唆として，
労働時間の問題に触れておこう。われわれの(5)式は，失業率の変化に対して
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労働時間がそれだけ反応するかを教えてくれる。それによれば，
(8h/8u)/h=-r= -0. 01779 
であった。即ち，失業率の 1%の変化にたいして労働時間は逆向きに r%変化
する。同じ期間のアメリカ合衆国については
lnh=3. 9199-0. 00264u-O. 0997/n(T+l) 
(295.95) (3.62) (19.96) 
RF=O. 9810, SE=O. 00378, DW=l. 26 
であるから， r=O.00264, 日本のそれの約0.15倍にすぎない。われわれの分析
手法によれば， rの値は0の値に影響を及ぼすから，それによって YとU との
関係も変わる。もし日本の経済において失業率水準とは独立に労働時間を削減
第2表完全雇用GNPと完全操業GNP
Year h y が hW YN YW 
時間 10億円 時間 時間 10億円 10億円
1968 2312 124046 2371 2153 128670 126510 
1969 2279 139055 2308 2290 140280 139500 
1970 2253 152208 2287 2274 154360 153730 
1971 2228 158767 2277 2263 167436 166726 
1972 2216 172318 2271 2255 179758 178900 
1973 2196 185923 2267 2249 194653 193612 
1974 2114 183285 2147 2177 196245 198197 
1975 2069 188189 2159 2174 207143 208180 
1976 2095 197215 2169 2172 220660 220912 
1977 2096 218522 2176 2170 232961 232503 
1978 2103 230074 2183 2169 245091 243984 
1979 2114 239915 2188 2167 . 257068 255358 
1980 2108 248726 2192 2166 268629 266354 
1981 2101 256395 2196 2165 280288 277478 
1982 2096 264704 2199 2164 291908 288586 
1983 2097 278140 2202 2163 305650 301808 
・1984 2116 291207 2205 2163 316404 312095 
1985 2109 305866 2207 2162 330565 325753 
1986 2103 313768 2209 2161 342320 337049 
1987 2111 328729 2211 2161 35550!7 349764 
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するような方向変換が実現されたとすれば，本論の結論もまた変わりうる。
最後に，混乱の見られるオークン法則の概念を少し整理しておこう。まず，
オークン法則の定式には大きく分けて 4個ある。そのうちの 3個は(12)~(14)
に含まれている。もう一つ！ま潜在 GNPの概念を用いないでオークン係数を推
定する方法である。次に，潜在 GNPの推定には 2通りあって，一つは自然失
業率を用いる方法，他は自然失業率を用いない方法である。さらにまた，自然
失業率の推定には大きく分けて 4通りある（〔7))。以上のように分類するなら
ば，ーロにオークン法則と呼ばれながらその内容には少なくとも16通りの表現
がありうることがわかる。さらにまた，たとえば潜在労働時間や潜在資本投入
の推定方法までを分類するならば，場合の数は20,30と増加することは容易に
第3表 GNPギャップ
Year J' u UW g(Y) .{l YP GO GD 
I ％ ％ ％ 10億円 % 彩
1968 1.172 1. 34 12.53 -0.41 126510 1. 99 1. 95 
1969 1.128 0.44 12.10 -1.96 139500 0.32 0.32 
1970 1.153 0.32 9.46 -3.70 153730 1.00 0.99 
1971 1. 234 0.34 4.31 -5.90 166726 5.01 4.77 
1972 1. 401 0.38 8.54 -7.17 178900 3.82 3.68 
1973 1. 253 0.42 7.90 -10.00 193612 4.14 3.97 
1974 1. 375 -0.78 -1.42 -40. 31 196245 7.07 6.60 
1975 1.874 -0.39 2.68 -113.25 207143 10.07 9.15 
1976 2.004 -0.09 4.80 -59. 78 220660 1. 89 10.62 
1977 2.016 0.16 10.80 -57.98 232503 6.40 6.01 
1978 2.238 0.36 5.29 -50.08 243984 6.05 5.70 
1979 2.085 0.53 4.28 -40.58 255358 6.44 6.05 
1980 2.018 0.67 3.67 -45.06 266354 7.09 6.62 
1981 2.206 0.80 3.08 -52.87 277478 8.22 7.60 
1982 2.354 0.91 3.24 -58.59 288586 9.02 8.28 
1983 2.651 1.00 5.08 -,-56. 70 301808 8.51 7.84 
1984 2. 713 1.09 4.70 -38. 78 312095 7.17 6.69 
1985 2.621 1.16 5.03 -44.58 325753 6.50 6.11 
1986 2. 771 1. 23 2.58 -49.94 337049 7.42 6.91 
1987 2.847 1. 29 4.77 -42.49 349764 6.40 6.01 
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わかる。本論はそうした多くの業績の比較検討に立ち入らなかった。代わり
に，われわれにとって分析上重要と思われる点に論点を絞った。要約すれば，
1) 経験法則としての生産関数は成立する。それとオークン法則とは矛盾す
るものであってはならない。
2) 潜在産出量の概念は意義がある。それを正確に推定しうるならば，ギャ
ップ分析を通じて経済の損失量を測ることができる。それはまた政策の目標の
設定にも役に立つはずである。
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